様式第１号
淡路夢舞台公苑温室大規模修繕設計施工業務公募型プロポーザル
応募申請書
令和　　　年　　　月　　　日
兵庫県知事　齋 藤 元 彦　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所（法人又は団体にあっては、主たる営業所の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
淡路夢舞台公苑温室大規模修繕設計施工業務公募型プロポーザル募集要項に基づき、下記の関係書類を添えて応募します。
また、同要項３に掲げる要件を全て満たしていることを誓約します。
記
	
	書類名
	様式

	ア
	応募申請書
	1

	イ
	応募者概要
	2-1
2-2（共同企業体のみ）
2-3

	ウ
	共同企業体協定書兼委任状（共同企業体のみ）
	3

	エ
	配置予定技術者の略歴（監理技術者、管理技術者、照査技術者）（資格・業務実績を証明するものの写し等を添付）
	4-1～4-3

	オ
	業務実績調書（施工実績）
施工実績を記載
業務内容確認できる契約書の写し等を添付
	5-1

	カ
	業務実績調書（設計実績）
設計実績を記載
業務内容確認できる契約書の写し等を添付
	5-2

	キ
	誓約書
	6-1、6-2、6-3、7

	
	添付書類
(ｱ) 会社概要等応募者の概要を説明する書類（会社パンフレット等）
　　　  定款又は寄附行為
　　 （法人格を有していない場合は規約等これに類する書類）
　　 　 商業登記簿謄本（原本又はコピー、発行後３ヶ月内のもの）
　　 　 前年度（直近決算期）及び前々年度の決算書類
　　 　（損益計算書、貸借対照表）
(ｲ) 県が賦課徴収する全ての県税に滞納がないことを証する書類
　 　　（兵庫県内の県税事務所が発行する「納税証明書」）
　 　　　※提出の日において発行後３ヶ月以内のもの 
　 　　　※県での課税実績はない場合は誓約書【様式第７号】
（ｳ）建築士事務所登録証、配置技術者の資格証、配置技術者の雇用関係確認書類


様式第２-１号
応　募　者　概　要 ①
応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(単独の法人・共同企業体の代表となる法人用)
	住所
(主たる営業所の所在地)
	〒


	代表者
	氏　　　　名
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）

	
	E-mail
	

	担当者
	所属・氏名
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）

	
	E-mail
	※ パソコンからのメールが受信できるアドレスを記載してください。今後の連絡先とさせていただきます。

	創立年月日
	

	法人化年月日
	　　　年　　　月　　　日　　※ 法人化していない場合は記載不要です。

	従業員数
	人　（うち正社員　　　　　　人）

	主な事業内容

	

	応募者の事業等の特色
（PR点）

	

	ホームページURL
	


【記載に当たっての注意事項】
 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張して制作してください。
様式第２-２号
応　募　者　概　要 ②
応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(共同企業体の構成員となる法人用)
	住所
(主たる営業所の所在地)
	〒


	代表者
	氏　　　名
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）

	
	E-mail
	

	担当者
	所属・氏名
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）

	
	E-mail
	※ パソコンからのメールが受信できるアドレスを記載してください。今後の連絡先とさせていただきます。

	創立年月日
	

	法人化年月日
	　　　年　　　月　　　日　　※ 法人化していない場合は記載不要です。

	従業員数
	人　（うち正社員　　　　　　人）

	主な事業内容

	

	応募者の事業等の特色
（PR点）

	

	ホームページURL
	


（備考）共同企業体を結成して公募に参加する場合は構成員毎にこの様式を提出して下さい。
【記載に当たっての注意事項】
 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張して制作してください。

様式第３号
共 同 企 業 体 協 定 書 兼 委 任 状
令和　　　年　　月　　日
（申請先）
兵庫県知事　齋 藤 元 彦　様　　　　　　　　　　　 共同企業体名　　　　　　　　　　
代表者所在地　　　　　　　　　　　　　　　
           法人名　　　　　　　　　　　　　　　

職・氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
	件　　名
	淡路夢舞台公苑温室大規模修繕設計施工業務


　上記件名の公募に参加するため、募集要項に基づき、共同企業体を結成し、兵庫県との間における下記事項に関する権限を代表に委任して申請します。
	共同企業体の名称
	

	共同企業体の
代表者（受任者）
	＜代表となる法人＞
所在地
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール

	共同企業体
事務所所在地
	

	共同企業体の

構成員（委任者）
	＜構成員となる法人＞
所在地
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール

	共同企業体の成立、

解散の時期及び委任期間
	令和　　年　　月　　日から当該業務の工事目的物の引渡しが完了する日まで。ただし、当共同企業体が上記件名の当選者とならなかった場合はただちに解散します。また当共同企業体の構成員の脱退又は除名については、事前に県の承認がなければこれを行うことができないものとします。

	委任事項
	１　協定締結に関する件
２　経費の請求受領に関する件
３　契約に関する件

４　履行に関する件

	そ の 他
	１　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。
２　この協定書に定めのない事項については、構成員と協議することとします。


（備考）共同企業体を結成して公募に参加する場合はこの様式を提出して下さい。また、共同企業体を構成する法人間における出資等の相互連携関係及び役割分担を示した資料を添付して下さい。
様式第４－１号
監理技術者略歴書
	氏　　名
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日生

	所属企業
	

	現住所
	


資　　　　格（技術資格）

	取得年月日
	資格等の名称

	・　・
	

	・　・
	


　（備考）資格を証明するものの写しを提出して下さい。
業　務　実　績
※　過去に従事した、施工に係る延床面積2,600m2以上の温室、延床面積5,300m2以上のSRC、RC、S造の文化・交流・公益施設、延床面積5,300m2以上のSRC、RC、S造建築物のPRできる実績を記載してください（最大５件まで）。
	従事期間
	業務内容・業務名
	施設
区分
	延床
面積
	発注機関等
	役割

	(例)R5・4・1～R6・3・25　
	○○施設設計業務
	温室
	○○m2
	○○県
	監理技術者

	・  ・  ～   ・  ・  　
	
	
	
	
	

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	
	
	

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	
	
	

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	
	
	

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	
	
	


　（備考）業務実績を証明するものの写しを提出して下さい。
文化・交流・公益施設：映画館、劇場、美術館、博物館、図書館
上記のとおり相違ありません。

　令和　　　年　　　月　　　日

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
様式第４－２号
管理技術者略歴書
	氏　　名
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日生

	所属企業
	

	現住所
	


資　　　　格（技術資格）

	取得年月日
	資格等の名称

	・　・
	

	・　・
	


　（備考）資格を証明するものの写しを提出して下さい。
業　務　実　績
※　過去に従事した、設計に係る延床面積2,600m2以上の温室、延床面積5,300m2以上のSRC、RC、Sの文化・交流・公益施設、延床面積5,300m2以上のSRC、RC、S造建築物の実績を記載してください（最大５件まで）。
	従事期間
	業務内容・業務名
	施設
区分
	延床
面積
	発注機関等
	役割

	(例)R5・4・1～R6・3・25　
	○○施設設計業務
	温室
	○○m2
	○○県
	管理技術者

	・  ・  ～   ・  ・  　
	
	
	
	
	

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	
	
	

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	
	
	

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	
	
	

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	
	
	


　（備考）業務実績を証明するものの写しを提出して下さい。
文化・交流・公益施設：映画館、劇場、美術館、博物館、図書館

上記のとおり相違ありません。

　令和　　　年　　　月　　　日

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
様式第４－３号
照査技術者略歴書
	氏　　名
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日生

	所属企業
	

	現 住 所
	


資　　　　格（技術資格）

	取得年月日
	資格等の名称

	・　・
	

	・　・
	


　（備考）資格を証明するものの写しを提出して下さい。
様式第５－１号

・平成20年以降に実施した延床面積2,600m2以上の温室、5,300m2以上のSRC、RC、S造の文化・交流・公益施設、延床面積5,000m2以上のSRC、RC、S造建築物における施工（修繕含む）業務の元請としての実績があれば、Ａ４用紙２枚以内にわかりやすくまとめてください。
　　・業務名、業務年度、発注者、発注形態、受託金額、業務内容、業務実績に関する内容を記載してください。
（備考）業務内容の確認ができる契約書の写し等を提出して下さい。　
文化・交流・公益施設：映画館、劇場、美術館、博物館、図書館
様式第５－２号

・平成20年以降に実施した延床面積2,600m2以上の温室、5,300m2以上のSRC、RC、S造の文化・交流・公益施設、延床面積5,300m2以上のSRC、RC、S造建築物における設計業務の元請けとしての実績があれば、Ａ４用紙２枚以内にわかりやすくまとめてください。
・業務名、業務年度、発注者、発注形態、受託金額、業務内容、業務実績に関する内容を記載してください。

（備考）業務内容の確認ができる契約書の写し等を提出して下さい。
文化・交流・公益施設：映画館、劇場、美術館、博物館、図書館

様式第６－１号
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
兵庫県知事　齋 藤 元 彦　様　
（申請者）
所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
兵庫県暴力団排除条例（平成２２年条例第３５号（以下「条例」という。））を遵守し、暴力団を利することにならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記２のとおり誓約します。
記
１ 受託者は、次のアからウまでに該当しないこと。

　　ア　条例第２条第１号で規定する暴力団

　　イ　条例第２条第３号で規定する暴力団員

　　ウ　条例第７条に基づき暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号で規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者

２ 本業務の一部について締結する契約又はその他のこの契約の履行に伴い締結する契約を締結するに当たり、前号のアからウまでに該当する者を契約の受注者としないこと。

３ 受託者は、暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者に債権を譲渡しないこと。

４ 受託者が前３号のほか本工事契約に係る「暴力団排除に関する特約」の各条項に違反したときには、同特約の条項に基づく契約の解除、違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べないこと。
様式第６-2号
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
兵庫県知事　齋 藤 元 彦　様　
（申請者）
所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
本業務の契約締結に当たり、社会保険関係法令の遵守を徹底するため、下記のとおり誓約します。
記
１　次に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。）を下請負人（二次以下の下請負人を含む。以下同じ。）としないこと。

1  健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務
2  厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務
3 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務

２　前号の誓約事項に違反したとき（当該保険未加入業者を下請負人としなければ工事の施工が困難となる場合その他の特別な事情があると発注者に認められたときを除く。）に発注者が行う本工事契約の解除、違約金の請求、違約罰の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べないこと。
様式第６-３号
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
兵庫県知事　齋 藤 元 彦　様　
（申請者）
所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
本契約に基づく業務に従事する労働者の適正な労働条件を確保するため、下記の事項を誓約します。
記
１　 本契約に基づく業務に関わっている労働者に対し最低賃金額以上の賃金の支払を行うこと、及び労働関係法令を遵守すること。
２　 本契約に基づく業務に関わっている労働者に対する賃金の支払について次に該当するときは、速やかに県へ報告を行うこと。
ア　県から最低賃金額以上の賃金の支払を行うよう指導を受けその報告を求められたとき。
イ　労働基準監督署から最低賃金法の違反について行政指導を受けたとき。
ウ　労働基準監督署に上記イの是正の報告を行ったとき。
３　 本契約に基づく業務の一部を他の者に行わせようとする場合及び派遣労働者を関わらせようとする場合にあっては、最低賃金額以上の賃金の支払及び労働関係法令の遵守を誓約した者を受託者とし、その契約金額（同一の者と複数の契約を締結した場合には、その合計金額。）が200万円を超えるときは、この誓約書に準ずるものとして別に県が定める誓約書を提出させ、その写しを県に提出すること。
４　 受託者が労働関係法令を遵守していないと認めるときは、当該受託者に対し、指導その他の労働者の適正な労働条件を確保するために必要な措置を講ずること。
５　 本契約に基づく業務において､次のいずれかに該当するときに県が行う本契約の解除、違約金の請求その他県が行う一切の措置について異議を唱えないこと。
ア　県に対し、上記(2)の報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。
イ　最低賃金法第４条第１項の規定に違反したとして、検察官に送致されたとき。
様式第７号
誓 　約 　書
兵庫県知事　齋 藤 元 彦　様　
下記の事項について相違ないことを誓約します。
・兵庫県税について課税実績がないこと。
【理由】（該当するものにチェックを入れてください。）
　公益法人等であり収益事業を行っていないため（法人税法第150 条の規
定による収益事業開始届を所轄税務署に提出していない。）。
　兵庫県内に事務所又は事業所を有しないため。
・収益事業を開始したこと等により兵庫県税が課された場合には、納期内に確実に納付すること。
令和  　年  　月  　日
（申請者）
所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
様式第8-1号

　・提案する業務内容及び特徴をＡ４用紙１枚以内にわかりやすくまとめてください。

・副本においては、応募者が特定できる内容（企業名等）を記載しないでください。
様式第8-２号

　・提案する業務内容及び特徴をＡ４用紙１枚以内にわかりやすくまとめてください。

・副本においては、応募者が特定できる内容（企業名等）を記載しないでください。
様式第8-3号

・実施体制、工程管理について、Ａ４用紙１枚以内にわかりやすくまとめてください。また工夫点についても記載して下さい。
・副本においては、応募者が特定できる内容（企業名等）を記載しないでください。
様式第8-4号

　・提案する業務内容及び特徴をＡ４用紙１枚以内にわかりやすくまとめてください。
・副本においては、応募者が特定できる内容（企業名等）を記載しないでください。
様式第8-5号

　・技術提案（１）～（4）の内容を簡潔にまとめた概要をＡ４片面4枚又はA3片面2枚以内にわかりやすくまとめてください。
・副本においては、応募者が特定できる内容（企業名等）を記載しないでください。
様式第９号


・工程表については、別紙Excelファイル【様式第９号_工程表】を用いて記載してください。また工夫点についても記載して下さい。
・副本においては、応募者が特定できる内容（企業名等）を記載しないでください。
様式第10号
経費積算見積書（提案金額）
応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）

	区分
	積算内訳（単価・数量等）
	見積金額

	設計業務
	＜実施設計＞
直接人件費、諸経費、技術料等経費　等
	

	
	小計（A）
	

	施工業務


	＜建築＞
直接仮設工事、ｶﾞﾗｽｼｰﾙ打替工事、建具廻りｼｰﾙ打替工事、建具塗装工事、木製工作物修繕工事、排煙窓修繕工事、遮光ｶｰﾃﾝ修繕工事、吊物設備更新工事、防鳥ﾈｯﾄ修繕工事、内装改修工事、ｻｲﾝ修繕工事、ﾃﾝﾄ工事
＜電気＞
高圧ｹｰﾌﾞﾙ更新工事、高圧機器更新工事、直流電源装置更新工事、照明器具LED化工事、ﾘﾓｺﾝ操作盤更新工事、防水ｺﾝｾﾝﾄ改修工事、誘導灯LED化工事、放送ｱﾝﾌﾟ架更新工事、電気時計設備更新工事、監視ﾃﾚﾋﾞ設備更新工事、ﾄｲﾚ呼出設備更新工事、防災設備更新工事、ｳｫｼｭﾚｯﾄ化電気工事
＜機械＞

吸収式冷温水機更新工事、冷却塔更新工事、ｵｲﾙｻｰﾋﾞｽﾀﾝｸ更新工事、冷却水処理装置更新工事、温水ﾋｰﾀｰ更新工事、膨張ﾀﾝｸ更新工事、ﾊﾟﾈﾙﾋｰﾀｰ更新工事、ﾎﾟﾝﾌﾟ類更新工事、空調機更新工事、自動制御更新工事、水景更新工事、送風機類更新工事、塩害防止ﾌｨﾙﾀｰﾕﾆｯﾄ更新工事、散水用給水ﾕﾆｯﾄ更新工事、ﾌﾟﾚｰﾄ式熱交換器更新工事、ﾐｽﾄ用給水ﾎﾟﾝﾌﾟ更新工事、ﾄｲﾚ工事、ﾀﾞｸﾄ工事
上記直接工事費及び共通仮設費、現場管理費、一般管理費等
	

	
	小計（B）
	

	合　計 （C）= (A)+（B)
	
	

	消費税
(D)=(C)×消費税率
	
	

	合　計
(E)=(C)+(D)
	
	


【記載に当たっての注意事項】
（１） 必要な項目が記載されていれば、Excelファイル等で制作した経費積算見積書でも差し支えありません。
（２） 区分に計上する見積金額は税抜き金額としてください。
（３） 内訳については、可能な限り、積算根拠を明示してください。
（４）　消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨記載してください。
（５） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として制作してください。
（６）　副本においては、応募者が特定できる内容（企業名等）を記載しないでください。
様式第11号
現 地 説 明 会 参 加 申 込 書
令和　　年　　月　　日
法　人　名
所　在　地　
所属・職名
 EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 10(ふり),担当者)

 EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 10(がな),氏名)
電話番号
E-mail
現地説明会への参加を、下記のとおり申し込みます。
	団　体　名
	

	参加者氏名
	

	
	


※　この申込書は、令和５年9月15日（金）17時まで（必着）にE-mailにて提出して下さい。
※　E-mailに添付して送付される際に、開封確認等で着信を確認して下さい。
※　参加者数は各団体5名までとして下さい。
様式第12号
質　　問　　票
法 人 名
担当者名
連絡先（電話）
（Ｅ-mail）
	
	質問番号
	／

	項 目
	【資料名】：募集要項・要求水準書・様式集・その他（　　　　　　　　　　　）
【ページ・項目】：


	内 容
	


　　※　質問事項は、本様式一枚につき一問とし、簡潔に記載して下さい。なお、質問が複数の場合は通し番号を記入して下さい。
　　※　この質問票は、令和５年９月５日（火）９時～令和５年９月22日（金）17時まで（必着）にＥ-mailにて提出して下さい
業務実績（施工）（Ａ４版）





業務実績（実施設計）（Ａ４版）





技術提案書（１）植物に配慮した施工方法（Ａ４版）





技術提案書（２）SDGｓ・環境負荷低減への貢献（Ａ４版）





技術提案書（３）実施体制・工程管理（A4版）





技術提案書（４）コスト縮減の工夫（Ａ４版）





提案概要書





工程表（A4版）








